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1.はじめに

1.1 概 説

この報告書は,未利用の湿地開発･保全ならびに既存の排水事業地区における適正水

管理技術開発により､マレイシア政府農業省の重要政策課題の一つである農業資源高度

利用と適正技術開発に寄与する案件形成を目的として実施したプロジェクト･ファイン

デイング調査の成果をとりまとめたものである｡報告書には､計画の背景と必要性､基

本開発構想､開発調査実施に係かる実施細則(莱)等を記載した｡さらに､非港瀧農地

高度利用に関する案件形成可能性調査の結果を併記した｡

全国農地排水地区適正水管理技術開発計画の狙いは､現行の事業計画基準の見直しを

行ない､輸出商品作物の生産性向上に資する有用技術の開発にある｡サラワク州農業資

源保全･開発利用計画の目的は､新たに策定されたサラワク州農業開発基本計画の枠組

みに準じ､広大な湿地帯の土地資源の開発利用と保全に関するアクション･プランの策

定にある｡

本調査は､上記の握地開発利用ならびに排水地区適正水管理技術開発計画の形成を目

的として､海外農業開発コンサルタンツ協会(ADCA)が､平成3年5月8日から26日ま

での19日間にわたりプロジェクトファインデイング･ミッションを現地に派遣し､計

画実施に係わる問題点の解明と実質協力可能性の確認を行なったものである｡なお､ミ

ッションの現地調査には､マレイシア政府の担当機関である総理府経済企画庁､計画の

実施機関である農業省潅瀧排水局､サラワク州政府関連各機関の各関係者の熱心な応対

と協力を待､資料収集､現地踏査ならびに関係方面との協議を円滑かつ予定どおりに終

えることができた｡

1.2 ADCAミッション

海外農業開発コンサルタンツ協会は､マレイシアにおける農業分野ヘの協力を推進す

る目的で､開発調査対象案件発掘のためのプロジェクト･-ファインデイング･ミッショ

ンを組織し､当該計画の目標検討ならびに案件形成に関する情報収集を目的とし現地に

派遣した｡このミッションは､日本工営(株)所属の桧本豊(農業開発計画担当)をリ

ーダーとし､同社米田晴彦(港瀧排水計画担当) 2名で構成した｡

1.3 調査の行程

プロジェクト･ファインデイング･ミッションは, 1991年5月8日から26日までの19日

間にわたりマレイシアに出張し,現地踏査ならびにマレイシア政府関係者と各計画の目

的､内容､実施方針などについて協議を行なった｡また､非港概農地高度利用に関する
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案件形成可能性と1990年に完了した非穀倉非港概地区合理化･作付多様化計画の事業実

施推進につき,経済企画庁の意向を打診し､た｡

ミッションの調査行程､面談したマレイシア連邦政府関係各省ならび各州政府の要人

は､添付資料-3ならび添付資料-4のとおりである｡帰国後､ミッションは収集資料･

情報などの整理･解析を行ない､全国農地排水地区適正水管理技術開発計画ならびにサ

ラワク州農業資源保全･開発利用計画の構想を検討した｡

1.4
.謝
辞

ミッションは現地滞在中､マレイシア政府実施機関である農業省藩政排水局より積極
的協力を得た｡特に､ウェルチ局次長､ウン企画課長､ティ農業排水課長には､計画の

構想と実施方針につき懇切丁寧な説明と現地踏査の手配､また､現地踏査にあたっては､

クランタン､ベラ､マラッカ､ジョホール､サラワク各州の潅瀧排水部ならびにケマシ

ンセマラク鎗合農業開発事務所の協力を頂き,ここに心から御礼申し上げる次第です｡

クアラルンプールにおいては､在マレイシア日本大使館赤木利行二等書記官､ JICA

マレイシア事務所湊芳郎､永田邦昭両所貞､農業省潅瀧排水局に派遣中の田尻照久

JICA専門家から本件とりまとめにつき種々の助言を賜りました｡この機会を借り､厚

く御礼申し上げます｡
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2.
ヨti 且

日 泉

2.1 自然条件

(1) 半島マレイシア

マレイシアの於面積は33万434km2 (半島マレイシア13万1,587km2､サラワク12万

4,449km2､サバ7万4,398km2)
､日本の捻面積の87%8こあたり､国土の5分の4は熱帯原

生林ないしは湿地帯となっている｡

半島マレイシアは､南北に走る中央山岳地帯と､それをはさむ東西海岸地方のなだら

かな平野部から成り立っている｡北部平野部は米作地帯､南部平野部はゴム､オイルパ

ームなどが主に栽培されている｡中央山岳地帯には多くの山脈群があり､その主なもの
は中央山腹､ビンタン山脈､および東海岸よりのトレンガヌ高地であり､南に行くに従

い低くなって準平原化が著しい｡これらの山地の標高は1,200mから2,000mで､半島最

高峰の標高も2,187mにすぎない｡中央山岳地帯が東西の分水嶺を形づくり､東西海岸

に向けた河川は数多く､水量も豊富であるが､いずれも滝路は短く､最長のパハン川で

も320k皿にすぎない｡

海岸線は､南北730血､東西320km､延長およそ2,000kmに及ぶ｡南シナ海に面する

東海岸は､強い北東モンスーンの荒波による砂の運澱･堆積作用のため各所に潟湖がみ

られ､自然の良港には恵まれていない｡これに対し西海岸は､マングローブ湿地帯が続

くが､河口付近を中心として港が開け､交通網が発達している｡主要港ポートクランを

始め､マラッカ､セレンバン､クアラルンプール､イポー､ペナン､バターワースなど

の主要都市や港湾がすべて中央山脈を境とする西側に発展し､経済活動の中心となって

きたのもこのような地理的条件によるものである｡

半島マレイシアは低緯度地域で､インド洋と南シナ海に面しているために､アジア季

節風の影響を受けて-様に高温･多湿で降水量の多い海洋性熱帯雨林気候となっている｡

気温は年間を通じて最低24oCから最高32oCの間で変化するが､日変化は年変化より大

きい｡首都クアラルンプールの場合､最も暑い月と涼しい月の平均気温の差は0.9oC､

一日の気温格差は最大7-8oC近くに達する｡

半島マレイシアでは10月から2月までが北東モンスーン期で､南シナ海上を渡って吹

く季節風が中央山脈にぶつかり､特に東海岸地方には多量の雨を降らせ､その降雨量は

最多雨量地域で年間6,000mm､最/l､雨量地域で年間1,600mm程度となるoまた､ 6月か

ら9月までは南西モンスーン期で､インド洋からスマトラ島を越して季節風が吹き上が

る｡この時期は概して雨量は少なく､特に東海岸地方では好天気が続く｡これら二つの

モンスーン期にはさまれた期間が微風期で､通常最も高温多湿であり前線性のスコール
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が多発し､局地的に大雨を降らせる場合がある｡

(2) サラワク

サラワク州は､ボルネオ串西北部の南シナ海に面した平野部と､その周縁からインド
ネシアとの国境線を形成する脊陵山脈へ連なる山地から成り立っている｡州中央部を東

から西へ流下するラジャン川の河口を中心に､海岸平地の大部分には泥炭湿地が発達し

ている｡年間を通じて降雨に恵まれ,南シナ海からの北東モンスーン期に当たる10月か

ら2月までが相対的に雨量が多い｡年間降雨量は州内で地域差が見られるが､西部の州

都クチンで4,050mm､中央部のシブで2,193mm､ビンツルで3,729mm､東部のミリで

2,990mm,リンパンで3,645mm､ラジャン川中流部のカピットで3,742mmである｡

サラワク州内の低平地総面積は約200万ba､その大部分が有機物含量35%以上の土層

の厚さが50cm以上ある況炭もしくは有機質土壌で占められている｡泥炭土壌の分布面

積は166万baに達し､州総面積の13%に相当する｡この内､層厚100cm以上の泥炭地が

148万ha,層厚100cm以内の泥炭地が18万haとなっている｡

2.2 社会経済

1990年の推計絶入口は1,781万人で､ 1980年の人口1,376万人と比べて405万人､年率

にして2.6%増加している｡都市人口数は年率4.2%で伸び､ 1985年の590万人から1ら90年

には730万人に達し､全人口に対する比率も40%をこえたものと推定されている｡特に

半島マレイシアにおいては､マレイ系人口の都市集中が顕著で､今後も年率6.0%で増

加を続けるものと見込まれている｡

1987年の家計収入調査によれば､全国の貧困世帯数は65万世帯､その中の9.5万世帯

が都市部､残り55.5万世帯が農村部に居住している｡農村地域の貧困世帯は､小規模ゴ

ム栽培農民､稲作農民､小規模ココナッツ栽培農民､漁民､企業農園労働者が含まれて

いるが､稲作農民が最も多く､仝貧困世帯数の26%を占めている｡

マレイシアの実質国内総生産(1978年価格)は､ 1980年の445億マレイシアドル(1

マレイシアドル-50円)から1985年には572億マレイシアドルヘ増加した｡期中の年平

均成長率は5.8%である｡ 1985年と1986年の2年間にわたる世界的な不況による輸出量

停滞と輸出額低下にともない､マレイシア経済は独立後初めてマイナス成長を体験した｡

その後､経済は1986年後半から輸出主導型で回復基調を取り戻し､それ以降海外市場に

おけるマレイシア輸出産品の価格上昇と国内市場における堅調な投資･消費動向とが相

乗し､経済は拡大の一途をたどっている｡実質GDPは1989年に721億マレイシアドル､

1990年の789億マレイシアドルへ増加した｡ 1990年の年成長率は9.4%,国民1人あたり

実質GNPは6,147マレイシアドルである｡

-4-



2.3 農 業

マレイシアの国土面積3,296万baの内､ 515万haが耕地として利用されている｡この国

の農業は､組織的かつ効率的な企業農園部門と､伝競的かつ組織化されていない小農部

門で構成されている｡企業農園部門の耕地面積は130万ba､小農部門の耕地面積は370万

baとなっている｡ 1990年には､総労働力人口700万人の30.3%を農業部門で吸収してい

るが､こe)比率は年々大幅に減少している.

1957年の独立以来30年間以上にわたり､農業はマレイシア経済を支えてきた｡工業分

野のGDPに対する貢献度が年々高まっているものの､ 1980年代においても経済成長に主

導的役割を果たし続けている. 1990年には､ GDPの19.4%を占めている｡

マレイシア農業の二大輸出商品作物であるゴムならびにオイルパームは､世界市場に

おいても最大シェアを占め､市場価格支配力を維持している｡さらに､ココア､コショ

ウ､パイナップル､タバコを外貨獲得目的で作付けている｡特に､ココアは1980年に入

つて第三の重要商品作物に成長し､輸出額が急速に伸びつつある｡ 1990年の輸出絵額

792億マレイシアドルの内､ 5.4%相当の43億マレイシアドルをオイルパーム､ 4.0%相当

の31億マレイシアドルをゴム､ 0.6%相当の4.5億マレイシアドルをココアで獲得してい

る｡一方､国民の所得水準の向上と食生活の多様化により､近年食料品の輸入が急増し

ている｡ 1989年の輸入額は､ 1980年に比べ1.9倍増の46億マレイシアドルとなった｡

1989年現在の主要作物の年間作付け面積は､オイルパーム189万ha､ゴム186万ha､コ

コア42万ha､ココナッツ33万ba､水稲64万ba､果樹18万baである｡また､同年の年間生

塵量は,パーム原油606万ton､ゴム142万ton､ココア豆25万ton､コプラ6万ton､精米110-

万tonとなっている｡

2.4 農業政策

1984年に公表された農業政策大綱(NAP)は､国の資源を有効に利用して農業収入を

最大限に増やすとともに,国の経済全般の発展に農業分野の貢献度を回復することを目

標に定めている｡農業収入を最大限に増加させる手段として､在来輸出作物の増産､新
規輸出作物の開発と生産振興､国内向け食用および加工用作物の開発と拡大生産をとり

あげている｡企業農園あるいは類似の経営組織の作物収量と､小農部門の個別経営農家

の作物収量との間には大きな格差があるため､農業政策大綱では生産性改善による増収

の必要性を指摘している｡農業支援サービスについては､限りのある経営資源の浪費を

避け､適時かつ適切に供与することの必要性を強調している｡

農業政策大綱の開発方針に基づき､第5次マレイシア計画(1986-90年)では次の3

項目を目標戦略として設定した｡

-5-



新規開墾､既墾地の再開発､営農支援サービスの僕与､農民社会および組織の改革

を継続して実施し､小農部門の近代化と営利化を図ること｡

補助金を融資へ転換するとともに､収穫物買い上げ保証などの生産段階での直接補

助活動を縮小し､政府介入の範囲を合理化すること｡

･農業分野全般の計画手法を改良し,生産と経営資源の均衡のとれた開発方法を採択･
実施すること｡

これらの戦略を具体化することにより､農村地域の生活水準を改善し､都市､農村間

の所得格差を解消するとともに､民間活力の導入と収益性を重視した作目多様化の促進､

+､農部門の生産性向上に取り組んできた｡

1986年に公表された工業基本計画(IMP)では､以下のように製造業の発展目標を設

定している｡

･新経済政策(NEP)が掲げる社会目標に合致した経済基盤を整備するため､製造業
分野の成長を促進する｡

国内に賦存する天然資源を最大限かつ有効に利用する機会を伸長する｡

国産技術力の開発力と競争力を増強することにより,先進型工業立国-の飛躍的発

展に向けての技術基盤を固める｡

特に､食品加工業は､雇用促進､外貨節約､付加価値創出､地方住民の所得増大など､

国内経済に貢献するところが極めて大きく､また､原料作物生産､包装､冷蔵､加工施

設､機械製造業など､川上および川下部門の関連産業と広い範囲で相互につながりを生

ずる可能性を有している｡今後の食品加工業の振興は､工業基本計画の重点項目の一つ

となっている｡

1991年7月､マレイシア政府は1990年代10年間の新開発政栄(NDP)ならびに第6次

マレイシア計画(1991-95年)を公表した｡新開発政策は､ 1971年から1990年までの20

年間にわたる国の経済発展の基本方針となった新経済政策の実績を踏まえ､ 21世紀に至

る10年間の社会･経済運営に対する政策上の新しい理念と指針を示したものである｡新

開発政策の目標は､マレイシア社会のさらなる和合と公正さを徹底するために均衡のと

れた開発をすすめることにおかれている｡公平な成長を指向する新開発政策は､すべて

のマレイシア国民が経済活動の本涜に参加することを可能ならしめ､それにより政治的

な安定と国家の団結を確実なものにするとともに､貧困撲滅と社会再構築を狙いとした
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新経済政策の思想を受け継いでいる｡また新開発政策は､その社会･経済発展目標の達

成のために､民間部門の積極的な参入を大前提としている｡この考え方の根拠は､民間

主導の活動がより活発になり､経済成長に求められる社会的義務を民間部門が分担する

度合いが大きくなればなるほど､経済成長により獲得される富がすべてのマレイシア国

民に平等に分配される機会を増やせるという点にある｡それとともに､公共部門は､そ

の役割を成長に必要な種々の環境の改善と適正な社会基盤施設の整備に特化し､民間部

門の経済活動の支援に専念することが可能となるとしている｡

‾第6次マレイシア計画においては,新開発政策の理念を具体化するための挑戦を基本

に､その戦略目標をマレイシアの産業全体の生産性と産品の国際競争力強化に定めてい

る｡マレイシア経済がこの計画期間中に予測される急速な技術発展と世界規模の経済環

境の変化に対応し七いくために,経済そのものの量的拡大の支配要因である生産性の向

上を図ることとしている｡また,年々減少している天然資源とその一方で深まりつつあ

る環境悪化への関心に配慮しつつ開発を持続させるために､資源の有効利用を徹底する

こととしている｡農業部門の開発には､耕作適地の不足､農業労働力の減少､生産費の

増大という制約がある｡また､森林及び沿岸漁業資源の保全と開発という緊急課題もあ

る｡このような条件下で生産性を増大するために､次のような農林水産業の開発戦略を

設定している｡

･土地改良の実施と小農の集団企業経営化の促進により､既存耕地の生産性向上

試験研究成果と労力節減型作業体系の全面的実地適応

幅広い普及指導活動と能率的な流通制度の実践

また､この部門の基盤施設整備は､より付加価値の高い産品の生産を目指した川上部

門から川下部門に至る垂直統合の促進､農村工業化の機会の新規創出､農村社会の近代

化活動への機動性増大を目的として実施することとしている｡このような戦略に基づき､

第6次マレイシア計画期間中に農林水産業部門へ開発予算は､第5次計画期間の実績の

23%増に相当する90億マレイシアドルを配分し､年率平均3.5%の成長を確保を図るこ

ととしている｡
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3.全国農地排水地区適正水管理技術開発計画

3.1 計画の背景

(1) 背 景

半串マレイシア西海岸を中心に､これまでにマレイシア全土において実施された農地

排水事業は278地区､総面積はi16,355haに達する.これら事業の計画･設計･施工業務

は､連邦政府農業省轟瀧排水局の単独事業もしくは農業省直轄の総合農業開発事業の一

環として実施され､竣工後の農地排水施設の維持管理業務は各州政府港瀧排水部の所管

となっている｡

半島マレイシア西海岸ならびにサバ･サラワク両州の農地排水事業実施地区において

は､主にオイルパーム､ゴム､ココナッツ､ココア､コーヒーなどの永年作物が栽培さ

れているが､半島マレイシア東海岸のクランタン･トレンガヌ両州の農地排水事業実施

地区では､水稲と野菜が主要作物となっている｡

排水事業の計画業務は､農業省澄渡排水局で作成した計画基準を踏まえて行なわれ､

そこで決定された排水容量を基に主要施設の設計･施工業務に移行する｡現行の計画基

準は全国一律の比較的単純な内容のもので､要約すれば5年に1回程度生ずる冠水もし

くは湛水を､作目別の許容湛水深･時間を考慮して設定された所定の期間内に排水し､

被害を防ぐというものである｡しかしながら､この基準では､地形､降雨量ならびに降

雨特性､土壌の地域的特性や作付体系の地域的差異がほとんど考慮されていない｡

現在､既存の農地排水事業実施地区の大部分において､同一地区の全域あるいは個々

の圃場段階で過剰排水による地下水位低下もしくは排水容量不足による湛水被害が問題

化している｡前者は計画基準年以下の降雨条件の場合でも､排水系統全体が計画基準年

に準じて排水機能を発捧することに起因し､結果的に地下水位が栽培作物の根圏以下に

低下する事態が生じている｡その応急対策として幹線もしくは支線排水路に砂袋で仮堰

を設け､排水路の水位を上げ､圃場内の地下水位を栽培作物の根圏に保つことが優先的

に行なわれているが､当然めことながら多雨期の湛水被害発生頻度は逆に増大すること

になる｡一方､後者の湛水被害は地形あるいは土壌的制約から整備施設の排水容量が計

画水準に到達せず､その結果として常時排水不良の状態が続く場合と､泥炭地のように

排水による地盤沈下が生じ､圃場と排水路底の位置関係が逆勾配となるために排水不良

をおこす場合がある｡また､当初計画時の対象作物を他作物に転換した場合､排水系統

全体の機能がその変化に適切に対応できず､地下水位と転換作物の根圏の位置関係によ

り､排水不良もしくは過剰排水問題を発生させている｡

マレイシア経済の順調な発展に伴い､農村部における労務費高騰が顕著になっている｡
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年々増加する生産費を吸収し､インドネシアなどの後発参入国に対抗して国際市場での

マレイシア産パームオイル､ゴム､ココアの価格競争力を維持していくためには､単位

面積当たりの収量増加による農業生産性向上が急務となっている｡この課題の解決に当

たり､農地排水事業新規実施地区においては施設の機能強化､さらに既存地区を含む全

地区に共通して適切な水管理技術の開発が求められている｡

(2) 経 緯

農地排水事業を所管する農業省藩政排水局では､このような技術的課題を解決し､か

つ小農の営農地域ならびに公団･民間双方が経営するエステートの農業生産性向上を実

現するため､農地排水事業実施地区を対象にした適正水管理技術の開発を企画中である｡

総理府経済企画庁農業部においても､この企画が農業省所管の小規模農家経営振興対策､

土地･地域開発省所管の入植ならびに農地整備事業､一次産業省所管の民間エステート

事業に資するところが大きいことから､その早期実施に強い関心を持っている｡

このような背景と経緯があり､農業省藩瀧排水局は既存農地排水事業の評価､計画基

準の見直し､水管理適正技術の開発とパイロット地区における実地試験の実施､施設計

画･設計･施工･維持管理･運用マニュアルの作成､長期実証試験プログラムとその実

施方法の作成にかかる一連の調査計画をとりまとめることとし､その実施細則草案作成

業務について､同局に派遣されているJICA専門家に協力を要請してきた｡

3.2 計画地区の概要

計画の対象となる既存農地排水事業地区の州別分布と主要栽培作物ならびに各州の主

な社会経済指標は以下のとおりである｡各指標は原則として1988年未時点のものである｡

(1)ペルリス州

ア.

イ.

ウ.

エ

オ.

カ.

キ.

ク.

ケ.

コ.

人 口

人口一人当たりGDP

貧困世帯数

農地総面積

水田面積

永年商品作物栽培面積

畑地､果樹園面積

計画排水面積

排水事業地区数

主要栽培作物

18万人､農村人口比率80%

2,562マレイシアドル(約12.8万円)

12,100世帯､全世帯数に対する比率29%

5.6万ba､

29,600ha

8
,500ba

1 1
,900ba

Oba

0
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(2)ケダ州

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

人 口

人口一人当たりGDP

貧困世帯数

農地総面積

水田面積

永年商品作物栽培面積

畑地､果樹園面積

計画排水面積

排水事業地区数

主要栽培作物

(3)ペナン州

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

人 口

人口一人当たりGDP

貧困世帯数

農地総面積

水田面積

永年商品作物栽培面積

畑地､果樹園面積

計画排水面積

排水事業地区数

コ.主要栽培作物

(4)ベラ州

7.

イ.

ウ.

エ

オ.

カ.

キ.

ク.

ケ.

コ.

人 口

人口一人当たりGDP

貧困世帯数

農地総面積

水田面積

永年商品作物栽培面積

畑地､果樹園面積

計画排水面積

排水事業地区数

主要栽培作物

127万人､農村人口比率85%

2,431マレイシアドル(約12.1万円)

93,000世帯､全世帯数に対する比率37%

46.4万ba､

145,100ha

83,700ha

21
,900ba
81ba

1

水稲

州面積に対する比率49%

110万人､農村人口比率42%

4,222マレイシアドル(約21.1万円)

28,200世帯､全世帯数に対する比率13%

7.2万ha､ 州面積に対する比率71%

20,500ba

45,800ba

6
,400ha
21
,864ba

10

ゴム､オイルパーム､パイナップル､野菜

201万人､農村人口比率67%

2,978マレイシアドル(約14.9万円)

79,700世帯､全世帯数に対する比率20%

59.1万ba､ 州面積に対する比率28%

55,600ha

485
,000ba

36,6000ba

117,919ha

37

オイルパーム,ココア
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(5)セランゴール州

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

人 口

人口一人当たりGDP

貧困世帯数

農地給面積

水田面積

永年商品作物栽培面積

畑地､果樹園面積

計画排水面積

排水事業地区数

主要栽培作物

(6)ネグリセンビラン州

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

人 口

人口一人当たりGDP

貧困世帯数

農地絵面積

水田面積

永年商品作物栽培面積

畑地､果樹園面積

計画排水面積

排水事業地区数

コ.主要栽培作物

(7)マラッカ州

ア.

イ.

ウ.

エ

*.

カ.

キ.

ク.

ケ.

コ.

人 口

人口一人当たりGDP

貧困世帯数

農地総面積

水田面積

永年商品作物栽培面積

畑地､果樹園面積

計画排水面積

排水事業地区数

主要栽培作物

204万人､農村人口比率52%

5,682マレイシアドル(約28.4万円)

40,800世帯,全世帯数に対する比率9%

34.5万ba､ 州面積に対する比率43%

21
,800ha

301
,000ha

1 1
,900ha

163,074ha

62

オイルパーム､ゴム､ココア､コーヒー､

ココナッツ

66万人､農村人口比率60%

3,465マレイシアドル(約17.3万円)

30,100世帯､全世帯数に対する比率21%

33万ha､州面積に対する比率49%

12,300ba

296,800ba

8
,800ba

5,976ha

8

ゴム､ココナッツ

51万人､農村人口比率77%

3,089マレイシアドル(約15.4万円)

12,100世帯､全世帯数に対する比率12%

12.8万ha､ 州面積に対する比率78%

10,700ba

1 14,900ha

2,900ha

13,916ba

5

ゴム､ココナッツ､果樹
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(8)ジョホール州

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

人 口

人口一人当たりGDP

貧困世帯数

農地総面積

水田面積

永年商品作物栽培面積

畑地､果樹園面積

計画排水面積

排水事業地区数

コ.主要栽培作物

(9)パハン州

7.

イ.

ウ.

エ

オ.

カ.

キ.

ク.

ケ.

コ.

人口

人口一人当たりGDP

貧困世帯数

農地総面積

水田面積

永年商品作物栽培面積

畑地､果樹園面積

計画排水面積

排水事業地区数

主要栽培作物

(10)トレンガヌ州

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

人 口

人口一人当たりGDP

貧困世帯数

農地給面積

水田面積

永年商品作物栽培面積

畑地､果樹園面積

計画排水面積

排水事業地区数

主要栽培作物

199万人､農村人口比率58%

3,376マレイシアドル(約16.9万円)

44,700世帯､全世帯数に対する比率11%

123.3万ba, 州面積に対する比率65%

7,600ha

1,180,900ba

45
,200ha

148
,947ha

15

ゴム､ココナッツ,ココア,果樹

115万人､農村人口比率74%

2,932マレイシアドル(約15万円)

23,800世帯､全世帯数に対する比率12%

47.5万ba､ 州面積に対する比率13%

24,800ba

422
,000ba

24,600ba

3
,409ba

2

オイルパーム

71万人､農村人口比率56%

5,952マレイシアドル(約29.8万円)

49,600世帯､全世帯数に対する比率36%

26.7万ba､ 州面積に対する比率21%

35
,400ha

1 96,500ha

1 9,000ba

5
,060ba

10

水稲,野菜
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(ll)クランタン州

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

人 口

人口一人当たりGDP

貧困世帯数

農地給面積

水田面積

永年商品作物栽培面積

畑地､果樹園面積

計画排水面積

排水事業地区数

コ.主要栽培作物

(12)サバ州

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

人 口

人口一人当たりGDP

貧困世帯数

農地総面積

水田面積

永年商品作物栽培面積

畑地､ ■果樹園面積

計画排水面積

排水事業地区数

コ.主要栽培作物

(13)サラワク州

7.

イ.

ウ.

エ.

*.

カ.

キ.

ク.

ケ.

コ.

人 口

人口一人当たりGDP

貧困世帯数

農地総面積

水田面積

永年商品作物栽培面積

畑地､果樹園面積

計画排水面積

排水事業地区数

主要栽培作物

112万人､農村人口比率69%

1,553マレイシアドル(約7.8万円)

70,400世帯､全世帯数に対する比率32%

35.0万ha, 州面積に対する比率23%

79,700ha

278,100ha

26,600ha

13,403ha

113

水稲､野菜

144万人､農村人口比率68%

4,091マレイシアドル(約20.4万円)

89,000世帯､全世帯数に対する比率35.3%

66万ba､州面積に対する比率9%

50,100ba

596,400ba

58,590ba

7,318ha

3

オイルパーム､ゴム

168万人､農村人口比率80%

3,552マレイシアドル(約17.7万円)

74,300世帯,

不明

全世帯数に対する比率24,7%

143
,900ba

298
,500ba

不明

15,386ba

12

ココナッツ､ココア､コーヒー
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3.3 計画の必要性と基本構想

(1) 計画の必要性

マレイシアの戦略輸出農業品目であるパームオイル､ゴム､ココアの国際市場支配と

価格形成力維持には,既存の農地排水事業実施地区の農業生産性向上が急務となってい

る｡その対策として,行政面では､これまでに農業省港概排水局の組織を改革し､農地

排水課を新設の上､計画から錐持管理までの一連の業務を統括する体制を整備した｡ま

た､日常の維持管理業務に従事する各州政府藩政排水部の出先地方事務所と営農指導を

担当する農業部普及事務所の連携強化も軌道にのりつつある｡一方､技術面では､排水

事業実施地区における適切な水管理技術の導入と実践が最大の課題として残されている｡

本計画は､農地排水事業実施地区の農業生産性向上のみならず､小規模農家ならびに民

間エステートの経営改善にも資するところが大きく､計画の早期実施が強く望まれてい

る｡

(2) 基本構想

マレイシア全土の既存農地排水事業実施地区278ケ所を対象に､農業生産性向上の見

地から､現行計画基準に起因する諸問題を抽出･整理し､地形･気象･土壌･作物の諸

条件に合敦した適切な水管理技術の素案を作成する｡地域および作物特性を考慮して選

定した代表地区において必要な現場試験を行ない､上記の素案を吟味の上､農地排水事

業実施地区における水管理適正技術体系を確立するとともに､小農ならびに民間企業に

よる活用を想定したマニュアルを作成する｡さらに､技術体系の補完を継続的に実施す

るために､長期実証試験を主な内容とするモニタリγグ･プログラムをとりまとめる｡

このプログラムは､本計画調査終了後､引き続いて行なうこととする｡

3.4 計画の概要

(1) 計画の目的

本計画の目的は以下のとおりである｡

ア.既存農地排水事業実施全地区を対象に､現況把撞と問題点抽出を行なう｡

イ.問題点､p作物種別､その他の関連要因により各地区を類別し､それぞれの類型に

ついて排水事業計画･設計･施工･纏持管理･運用手法を検討する｡現行基準か
ら欠落している部分については､新規に手法を策定する｡
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ウ.代表地区を選定し､排水および水管理に関して現場調査･試験を行なうとともに､

長期実証試験を主な内容とするモニタリング･プログラムをとりまとめる｡

エ.代表地区で得られた知見をとりまとめ,これを排水事業計画･設計･施工･維持

管理･運用手法に反映させるとともに,農地排水マニュアルを作成する｡このマ

ニュアルは,農地排水事業の計画･設計･施工･維持管理･運用に関する全ての

事項を網羅し､公共･民間双方の分野に有用なものとする｡

I(2) 計画の実施体制

マレイシア政府は､開発調査案件の実施に際し,政策的検討なら‾びに関係諸機関の調

整を任務とする運営委員会(speringcomittee)および技術的検討を任務とする技術委

貞会(TechnicalComittee)を設置することとしている.前者は総理府経済企画庁､後

者は計画実施機関がそれぞれ議長を担当する｡本計画については､総理府経済企画庁農

業事業部長が運営委員会議長､農業省港概排水局計画部長が技術委貞会議長を担当する

予定である｡

調査および計画実務の推進については,農業省港概排水局農地排水課が担当し､各州

政府港概排水部が現場調査実施を支援する｡

(3) 計画の内容

ア.既存農地排水事業実施地区の事後評価:既存278ケ所の農地排水事業実施地区を

対象に､現況と問題点把握のためのインベントリー調査を行なう｡調査項目には､

現況土地利用､現有用水源,洪水被害の類度と程度､排水ならびに他の関連施設

の現況と水管理上の問題点､地形･土壌･土地の農業利用通性､営農ならびに農

業生産現況､農地排水が周辺環境に与えている影響､社会･経済指標､農業生産

ならびに排水施設管理･運用に関する組織･制度上の支援システムを含むものと

する｡インベントリー調査資料を基に､各地区の事業実施状況を評価し､問題点

の抽出とその改良あるいは代替案を検討する｡この検討結果を踏まえ､地区の類

型化を行なう｡

イ.計画基準の見直し:抽出した問題点の中から現行計画基準に起因するものを整理

し､その対策を技術的見地から検討の上､農地排水計画･設計基準見直し案をと

りまとめる｡これには施設の維持･管理･運用案も含める｡

ウ.代表地区の選定:地域および営農特性を考慮して､類型別に1ないし2ケ所の代

表地区を選定する｡
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エ.代表地区の詳細調査:各代表地区を対象に､技術､営農､社会経済それぞれの観

点から詳細調査を実施し､施設自体および施設の維持管理･運用体制の改良･改

善実施にかかるパイロット事業計画をとりまとめる｡さらに､その提案計画の実

施効果を長期的に追跡するためのモニタリング･プログラムを作成する｡

オ.土壌水分挙動現場測定試験の実施:計画基準見直し案の実地検証を目的とし,各

代表地区において必要な土壌中の水分挙動現場測定試験を行なう｡この測定試験

は､調査期間中に最低1年間は継続実施する｡

カ.計画基準策定と実用マニュアル作成:各代表地区の詳細調査および土壌水分現場

測定試験の結果を反映させ､農地排水事業の計画基準を策定する｡この基準には､

農地排水施設の計画･設計･施工･維持管理･運用すべてを網羅する｡公共なら

びに民間部門の関係者の利便に資するため､この計画基準を踏まえて実用マニュ

アルを作成する｡

(4) 計画の効果

本計画調査を実施することにより,次の効果が期待される｡

ア.現行の計画基準に起因する農地排水地区の低位農業生産性の改善

イ.既存農地排水事業実施地区に関する各種情報のデータベース化

り.農地排水施設の維持管理･運用システムの体系化ならびに合理化

エ.農業省以外の公共部門あるいは民間エステート分野で実施中の農地排水事業に対

する技術指針の確立とこれら事業の活性化

オ.本計画調査に引き続いて実施するパイロット事業の効果を踏まえ､既存農地排水

事業実施地区を対象とする改良･改善事業量および所要資金の定量化

カ.第7次マレイシア計画(1996-2000年)に対する政策決定判断材料の提供

3.5 計画の実施方針と相手国政府の意向

(1) 計画の実施方針

本計画調査対象地域はマレイシア全土にまたがり､かつ長期間の観測を要する調査項

目が含まれている｡さらに､調査の内容が既存の農地排水事業実施地区全体を対象とす
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る分野と少数の代表地区を対象とする分野から形成されている｡これらの点を考慮して､

調査業務は2段階に分けて実施することとする｡

第一段階では､インベントリー調査､現行計画基準の見直し､代表地区の選定を行な

う｡なおインベントリー調査については､既に農業省潅概排水局で独自に作業を先行さ

せており､調査項目の充実,情報収集･整理に関して農業省潅瀧排水局に派遣中の

JICA専門家から必要な助言を与えることにより､本格調査開始までに既存農地排水事

業実施地区データベースの運用開始が可能となる｡

第二段階では､代表地区における詳細調査と現場測定試験の実施を平行させ､双方の

結果がまとまったところで計画基準策定と実用マニュアル作成を行なう｡

調査所要期間は､第一段階に9ケ月､第二段階に15ケ月､合計24ケ月を見込むことと

する｡なお､モニタリング実施期間としてさらに最低24ケ月を追加することとするが､

この期間の取扱についてはマレイシア側とさらに詰める必要がある｡

(2) 相手国政府の意向

マレイシア政府内の案件形成から要請に至る手順と､本件についての関係機関の意向

は以下のとおりである｡

ア.案件の形成と実施細則のとりまとめは､現業機関が担当する｡本件は農業省港

瀧排水局の所管となる｡農地排水事業にかかる本計画については､組織改革で新

‾
-たに発足させた農地排水課の最重要業務として推進していくことで､局内の意向
が集約されている｡

イ.農水産分野の案件形成のとりまとめは農業省大臣官房が担当する｡本計画につい

ては､国家農業大綱の重点目標のひとつである輸出商品作物の生産性向上に不可

欠な生産基盤整備事業としてとらえている｡

ウ.新規案件の採択は経理府経済企画庁が担当する｡計画策定を外国援助で実施する

場合､その選択と要請も担当する｡本計画は､マレイシアの戦略輸出作物の国際

競争力維持と生産者の経営基盤強化などに大きな効果が期待できるものと位置付

けている｡また､計画とりまとめの緊急性に鑑み､本計画は早急に日本側へ協力

要請を行なうこととしている｡
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4.サラワク州農業資源保全･開発利用計画

4.1 計画の背景

(1) 背 景

層庄50cm以上の泥炭あるいは有機物含量35%以上の有機質土壌の分布する湿地がサ

ラワク州全域に166万ha存在し､州総面積1,245万haの13%を占めている｡これらの適地

は､主にバラン､ラジャン､サリバス及びルプール川の下洗平坦地域や上読谷底排水不

良地に発達している｡

サラワク州の土地資源の80%は､内陸山地か高塩分濃度土壌もしくは層の厚い泥炭土

壌の分布する平坦湿地として存在しており､収益力のある農業経営利用には適していな

い｡しかし､州の全人口170万人の大部分が農業生産に適した残り20%の地域に集中し

て居住しているため､人口密度が1平方キロ当たり70人弱に達し､州平均の12人を大き

く上回って､この地域の土地資源には新規開発利用の余地がなくなってきている｡

一方､サラワク州の泥炭湿地は､内陸山地に戟べて平坦な地形と陸上･水上交通の利

便に恵まれている｡したがって､据炭地土地資源の農業利用を制約している問題点が克

服されるならば､年々既開発利用地域で増大中の人口圧力によりひっぱくしつつあるサ

ラワク州の有用土地資源に､相当量の新規開発･利用可能な土地資源を追加することが

可能となる｡

泥炭地は一般に乾湿どちらの状態にあっても､それなりに農作物や有用樹栽培に活用

し得る｡また､採掘･乾燥した泥炭を園芸用資材あるいは燃料として利用することもで

きる｡サラワク州においては､泥炭地開発･利用の目標が農作物栽培に設定されている｡

サラワク州政府農業部は､目標達成への第一段階として､州内に分布する据炭土壌の類

別と特性把撞を目的とした調査･試験研究を実施し､これまでにその成果を土壌図なら

びに数編の技術論文として公表した｡さらに､州農業部は類別した据炭土壌の特性に対

応し､州内5ケ所に泥炭地試験場を開設し､泥炭地に適した作物の栽培試験を行ってい

る｡

従来実施した栽培試験を通じ､数種類の有望な作物が選抜され､寵炭地におけるそれ

ぞれの栽培条件が明らかにされている｡有望作物はサゴヤシ､オイルパーム､ココナッ

ツ､ランプ一夕ン､パッションフルーツ､グアバ､コーヒー､タバコ､キャッサバ､パ

インアップル､スイカ､サツマイモ､ショウガ､オクラなどである｡近年､サラワク土

地開発公団などの諸開発機関では､泥炭湿地を含む地域でのサゴ､オイルパームあるい

はキャッサバの大規模栽培に参入した｡また､州潅瀧排水部では､農民の農業生産基盤

を改良するため､排水施設の整備を実施している｡
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しかしながら､サラワク州における泥炭地開発･利用は極めて初期の段階にあり､有

望作物の商業生産を舵炭湿地に定着させるためには種々の阻害要因を克服しなけれぼな

らない｡当面する緊急課題は､サラワク州の農業関係諸機関がこれまでに個別に蓄積し

てきた泥炭地利用に関する各種のノウハウを統合し､実用的かつ適正な作物栽培ならび

に水管理技術体系を確立することとその実行計画を策定することの2点である｡

(2) 経 緯

サラワク州の湿地帯の大規模農業開発利用は､サマラハンおよびカラカ･サリバスの

両農業総合開発事業(IADP)が噂矢で､いずれも現在施工中である｡また､泥炭湿地

の農業開発可能性と利用可能資源の既存量を総合的に把撞する予備調査が日本政府文部

省およびuNESCOの協力により1989年から1991年にかけて実施された｡一方, 1990年か

らカナダ政府の技術援助により策定中のサラワク州農業開発中期計画において､泥炭湿

地帯を含む2ケ所の地域を対象にしたnI)Pの実施が提案されたo

上述した一連の調査により､サラワク州内の低湿地帯における農業資源厳存量とその

開発可能性評価､農業生産利用地域と保全地域の線引き､農業開発基本戦略が終了した｡

そこで､サラワク州政府企画部は､据炭湿地において有望作物を商業規模で生産するた

めの実用技術開発の促進を図ることとし､ 1990年8月にマレイシア非穀倉かんがい地区

合理化･作付多様化計画調査団に対し､日本政府の技術協力による調査実施細則草寒作
成への支援を要請してきた｡

4.2 計画地区の概要

サラワク州全項には海成･河成沖積土壌が主体の湿地帯約34万haと梶炭土壌が主体の
湿地帯約166万ha､合計約200万haの湿地帯が存在している｡一方､州全域の農業利用適

地面積は348万baあるが､そのうち湿地帯の農業利用適地は約37万haと見積られている｡

残りの適地は､丘陵地帯に164万ha､山麓平坦地帯に147万baずつ分布し､ ■大部分が耕地

として利用されている｡泥炭湿地166万haの地域別･層厚別分布と代表的舵炭土壌のイヒ

学分析成績は表-1及び表-2に示すとおりである｡また､州農業部の泥炭地試験場5ケ

所の各設立年次､規模､主な試験内容を以下にとりまとめてある｡その中でもっとも歴

史の古いスタンポック試験場の気象特性は表-3に示すとおりである｡

-スタンポック試験場
: 1966年クチン支庁管内に開設｡ 105baの試験地において層厚

3mの泥炭土壌に適した作物選抜試験を実施｡

-セサン試験場
: 1977年スリアマン支庁管内に開設｡ 140baの試験地において､

層厚1mから3mの強塩類泥炭土壌に適した作物選抜試験を実

施｡
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-スンガイマウ試験場
: 1980年シブ支庁管内に開設｡ 11haの試験地において､排永条

件化でゴム･一般作物に対する深層据炭土壌の適性試験を実

施｡

′

-スンガイタラウ試験場: 1982年シブ支庁管内に開設｡ 82haの試験地において､未排水

泥炭土壌の条件化でサゴ･好湿性作物の栽培試験を実施.

-パレオ試験場 1991年ミリ支庁管内に開設｡高地泥炭土壌に適した温帯野菜

の選抜試験を実施｡

これまでの試験を通じて選抜された有望作物とそのlヘクタール当たりの収量は次の

とおりである｡

-果実類 :パインアツツプル(40ton)
､グアバ(46kg/本)

マスクライム(49kg/本)
､チクル(9kg/本)

ランプ一夕ン(121kg/本)
､パッションフルーツ(4ton)

-果菜類 .'スイカ(34ton) ,タマゴウリ(39ton)

一野菜･根菜類:タイサイ(12ton) ､オクラ(6ton) ､ショウガ(15ton)
サツマイモ(14ton)

､キャッサバ(50ton) ､ササゲ(2.1ton)

-経済作物 :タバコ(0.7ton)
､トウゴマ(2.5ton) ､コーヒー(6.3ton)

クワ(13ton)
､ココナッツ(1.6ton) 1オイルパーム(19ton)

サゴ(17ton)
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秦-1 サラワク州舵炭湿地の地域別･層厚別分布

(単位: ha)

支庁

浅層泥炭 深層据炭 泥炭湿地 支庁管内 泥炭湿地

湿地 湿地 合計 全面積 割合(%)

クチン什巧ハン 15,300 149,200 164,500 952,700 17.3

スT)アマン 56,700 277,600 334,300 964,70O 34.7

シデ 43,300 497,500 540,800 1,288,700 42.0

ミ7)/I:.ンツル 28,500 394,200 422,700 3,894,300 10.9

1)ンハすン 9,800 15,500 25,300 779,000 32.5

サリケイ 28,500 141,400 149i900 672,100 22.3

カtoット 3,893,400 0

州全体 182,100 1,475,400 1,657,500 12,445,000 13.3

義-2 代表的況炭土壌化学分析成績

項目(単位) lGANFmi1y

MUKAHFmi1y/

MukahSeries

ANDERSON

Family,

泥炭土壌 下層心土 据炭土壌 下層心土 泥炭土壌

(25-100cm) (100cm以下) (25-100cm) (100cm以下) (仝層)

pH(1:2.5H20)
3.8 4.0 3.8 4.3 3.4

灼熱減量(%) 80.6 75.9 8.3 95.4

有機窒素(%) 20.4 1.4 30.6 2.5 38.4

仝窒素(%) 1.00 0.02 1.39 0.14 1.44

塩基置換容量(me/100g) 80.9 8.1 69.8 15.1 106.4

置換性*)レ沖ム(me/100g) 1.30 0.66 2.00 1.60 2.62

置換性カ7)ウム(me/100g) 0.51 0.04 0.30･ 0.ll 0.63

置換性マク◆ネシウム(me/100g)2.67 0.68 2.74 1.96 4.0.0

電気電導度

(iLmOb/cm25cC)

196 70 230

秩(ppm) 9.0 3.0 3.0

マンガン(ppm) 19.0 17.0 13.0

亜鉛(ppm) 1.63 3.39 2.24

鍋(ppm) 0.17 0.36 痕跡

アルミニウム(ppm) 15 9
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秦-3 スタポック試験場気象特性

給雨量(mm) 総降雨日数 全日照時間(hr) 平均気温(oc) 平均

湿度

(%)

1989 1972-89年

平均

1989年 1972-89年

平均

1989年 1972-89年

平均

最高 最低

1月 514 632 23 22 113.7 115.9 29.6 22.6 91.1

2月 748 481. 22 19 92.3 120.4 29.2 22.4 90.7

3月 217 341 20 19 154.5 153.0 31.3 22.8 88.8

4月 253 247 19 19 198.0 177.8 32.4 21.2 87.6

5月 211 196 16 18 185.8 196.1 32.7 22.3 87.6

6月 183 163 13 15 215.6 191.1 33.2 22.2 85.6

7月 186 261 19 14 194.8 194.6 32.6 22.0 86.8

8月 159 186 17 16 199.2 177.6 33.3 22.1 85.8

9月 473 265 22 19 149.8 145.5 32.1 22.5 88.5

10月 589 349 24 22 168.6 158.1 32.2 22.5 89.7

11月 419 346 24 23 144.4 148.8 31.6 22.4 90.7

12月 608 502 ‾24 25 117.0 110.1 30.2 22.5 88.5

年間 4,508 3,969 243 231 1,933.7 1,888.9

註)試験場位置:北緯1o 30′､東経110o 20′
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4.3 計画の必要性と基本構想

(1) 計画の必要性

当初､サラワク州政府は広大な地域に散存する小農を対象に､小規模な潅瀧あるいは

排水施設を整備し､肥料補助･種子支給･技術普及などの助成策を講じたが､受益農家

の農業生産性は一定の水準に到達後は停滞状態にとどまっていた｡そこで､州土地開発

公社を中心にオイルパームの大規模栽培を核とするエステート建設を州内の低丘陵地域

で展開するとともに､州都クチンに近い平坦湿地帯には,サマラハン,カラカサリバス

両IADP事業の実施を通じてオイルパーム､ココア､コーヒー､パインアップルの商業

生産を導入した｡一方､泥炭湿地に居住する小規模農家は従来の稲作に依存し､経営改

善対策から取り残された状態におかれそいる｡本計画は､サラワク州の泥炭湿地の特性

を行かした農作物栽培､養魚および水管理の適正実用技術の確立を狙いとしており,既

存小規模農家の経営改善促進及びサラワク州政府が構想しているシンガポール･香港な

どの近隣諸国の大消費地向け農水産物生産加工基地開発に寄与するところが大きく,そ

の早期実施が強く望まれている｡

(2) 基本構想

商業生産規模を前提とした州内況炭湿地地域の土地資源利用のための有用技術の理念

を明らかにするとともに､その観点から州政府諸機関がこれまでに蓄積してきた据炭湿

地の開発利用に関するノウハウを再評価し,適正実用技術確立ならびに実行に至るまで

に解決すべき問題点を抽出･整理する｡州内に分布する況炭土壌､気象､農作物､水産

物の特性を考慮の上､適正実用技術の青写真とその実証試験プログラムをとりまとめる｡

選定した代表地区において長期実証試験を行ない､新たに得られた知見を加味し､先に

抽出･整理した問題点の解決に必要な生産基盤･加工施設などのハード面の対策および

支援制度･流通などのソフト面の対策に反映させ個々の対策の統合実行計画を策定する｡

実証試験を通じて確立した適正実用技術はマニュアルの様式にとりまとめ､小農ならび

に民間企業の利便に資する｡また､この技術の適応範囲を明確に定め､据炭湿地の自然

環境保全と調和のとれた適切な土地資源開発利用の手引きとする｡

4.4 計画の概要

(1) 計画の目的

不計画の目的は､既存小農に泥炭湿地を対象にした農水産への積塵的取組みを奨励す

るために必要な情報を州政府政策担当者に提出することと､泥炭湿地における商業規模

農業生産への新規参入を企図する公的団体や民間企業に投資条件と収益性を含む判断材

料を提供することにある｡この二つの目的を達成するために､サラワク州に分布する泥
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炭土壌の特性を踏まえて選定した代表地区において､有望な農作物栽培や水産養殖の長

期実証試験をパイロット事業規模で実施し､提供すべき各種有用情報ならびに実用技術

の蓄積を図ることとする｡

(2) 計画の実施体制

マレイシア政府は､開発調査案件の実施に際し､政策的検討ならびに関係諸機関の調

整を任務とする運営会議(steeringcomittee)および技術的検討を任務とする技術委貞

会(TechnicalComittee)を設置することとしている｡前者は総理府経済企画庁､後者

は計画実施機関がそれぞれ議長を担当する｡本計画については､総理府経済企画庁農業

事業部長が運営委貞会議長､サラワク州政府企画庁次長(農業担当)が技術委貞会議長

を担当する予定である｡

調査および計画実務の推進については､サラワク州土地開発省潅瀧排水部計画課が担

当し､農業部がこれに協力する体制がとられる予定である｡

(3) 計画の内容

ア.上位計画の目標確認:既に策定済みのサラワク州農業開発中期計画において､農

業土地資源としての泥炭および非泥炭湿地の評価を検討し､寵炭湿地の開発利用

と保全の基本戦略を確認する｡

イ.湿地帯の既存農業開発地区実態調査:州内の湿地帯に存在し､農地開墾､港概､

排水､道路などを骨格とする各種の既存農業開発事業実施地区において､湿地の

開発利用ならびに周辺環境への影響に関する現況と問題点把撞のためのインベン

トリー調査を行なう｡調査項目には､土地利用計画とその現況､基幹施設の設計

容量と現況機能ならびに維持管理状況､農業生産の現況と問題点､生産支援に_関

する施設および制度組織の現況と問題点､事業実施による環境変化の実態とその

影響などを含むものとする｡インベントリー調査資料から抽出した諸問題点の改

良対策あるいは代替案を検討する｡この検討結果を踏まえ､実証試験に包括すべ

き具体的項目を選定する｡

ウ.既往試験結果および経験則の検討:サラワク州農業部､その他の農永産開発実施

担当組織および関係試験研究機関がこれまでに蓄積してきた泥炭地利用･保全に

関する技術ならびに情報資料を実用面から検討する｡

エ.実証試験対象農水産物の選定:州農業部所管の泥炭地試験場でこれまでに選抜さ

れた有望な農作物に養殖水産物を加え､州内､半島マレイシアおよびシンガポー

ル,香港などの近隣諸国大消費地における市場動向を踏まえ､実証試験の対象と
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する水産物を選定する｡

オ.代表地区の選定:泥炭土壌特性を踏まえて開発利用区域を特定し､その範囲から

実証試験の展示効果､農業部の各泥炭地試験場の所在地､実証試験対象農水産物

の種別などを考慮し､ 1ないし2ケ所の代表地区を選定するQ

カ.実証試験実施計画の策定:代表地区の詳細現場調査を行ない､その結果を基にパ

イロット事業の規模を決定する｡さらに､栽培あるいは養殖体系､土壌および水

管理技術､作業省力化手法,梶炭地における道路築造工法などに主眼をおいて､

対象農水産物の実証試験項目･方法･年次計画を確定し､必要な施設建設および

資材調達計画を策定するとともに､所要資金を算定する｡これらをとりまとめ､

長期実証試験実施計画を策定する｡

キ.実証試験計画の実行と総括:実施計画に基づき所定の施設整備を行なった後､長

期実証試験に着手する｡対象農水産物の特性に対応し､試験項目別に得られた知

見を毎年あるいは毎収穫時に整理し､情報をデータベース化して蓄積する｡一定

期間の蓄積資料を基に､対象農産物別の事業収益を検討し､その結果を提僕すべ

き情報資料の形にとりまとめる｡さ_らに,本計画によるパイロット事業の対象外

となった有望農水産物についても､長期実証試験実施計画をこの期間中に策定す

る｡

(4) 計画の効果

本計画を実施する‾ことにより､次の効果が期待される｡

ア.試験研究段階にとどまっていた況炭湿地の土地資源有効利用に関する個別技術を

統合し､かつその水準を実用段階にまで向上させ得ること

イ.据炭湿地に適応し得る有望農水産物の市場性ならびに採算性を確認し得ること

ラ.据炭湿地帯の既存農業開発事業が直面する生産阻害要因にたいし､ハードおよび

ソフト両面からより有効な支援対策の実施を可能にし､事業活性化と小農の生産

意欲促進につながること

エ.州外大消費地向け有望農水産物の商業生産への投資拡大に寄与すること

オ.泥炭湿地の開発利用区域と保全区域の境界を明確化し得ること
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4.5 計画の実施方針と相手国政府の意向

(1) 計画の実施方針

本計画調査は長期間の現場実証試験を含み､さらに調査の前段階ではサラワク州の湿

地帯全域を対象とする項目および州外の大消費地に掛ナる農水産物消費動向の調査を実

施する必要がある｡これらの点を考慮し､調査業務は3段階に分けて実施する｡

第一段階では､実証試験実施計画の策定までを実施する｡所要期間は12ケ月を見込む｡

第二段階では､実証試験を行なう代表地区を対象に､所定の施設を整備する｡所要期

間は6ケ月を想定する｡

第三段階では､実施計画に基づく長期実証試験の実行とその結果のとりまとめを行な

う｡所要期間は39ケ月を見込む｡実証試験業務の遂行に当たっては､地元コンサルタン

トを最大限に活用することとする｡

(2) 相手国政府の意向

マレイシア政府内の案件形成から要請に至る手順と､本件についての関係機関の意向

は以下のとおりである｡

ア.案件形成と実施細則のとりま･とめは､現業機関が担当する｡本件はサラワク州政

府土地開発省潅概排水部が州政府企画庁の指揮下で担当する｡本計画についそは､

州内に残された未利用土地資源の開発利用パイロット事業として推進していくこ

とで,州政府関係者の意向が集約されている｡

イ.新規案件の採択は連邦政府総理府経済企画庁が担当する｡計画策走を外国援助で

実施する場合､その選択と要請も担当する｡本計画は､サラワク州の農業構造改

善に大きな効果が期待できるものと位置付けている｡また､サラワク州からの要

請案件は別枠で選択することとしているので,サラワク州政府が日本側へ協力要

請を行なうことを決定すれば､ ｢日+ ､ ｢マ+両国政府の年次協議時の修補案件

として登録されることになっている｡
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5.非港概農地資源高度利用計画

5.1 計画の背景

マレイシアの国土総面積は31万km2､そのうち37%に当たるll.6万km2が農業適地とさ

れ､既に5.1万km2が農用地として開発された｡マレイシア政府は､農業分野への投資に

ついても､他産業部門と同様に効率化･合理化を前提に見直しをすすめている｡その一

環として､立地条件に恵まれない地域における農用地の新規開墾事業よりも､既耕地の

有効利用対策確立に重点をおいている｡この政策方針に基づき､ 1989年から2年間にわ

たり､日本政府の協力を得て既存中小規模港瀧農地13万haの合理化･作付多様化対策を

検討し､その実施にとりかかるところである｡

国民所得の増加に対応して食生活の多様化が進み､輸入食料品も急増しているが､そ

の中にはマレイシア国内で代替生産が可能でかつ価格競争力のある産品もある｡一方､

伝統的輸出農産品も､国際市場で低生産費に依存した後発諸国の産品に対抗するための

市場競争力の維持に加え､品目自体の多様化を求められている｡このような状況により､

稲作を中心とした/j､農の伝統的農業生産形態の脱皮が急務となっている｡

半島マレイシアにおいては､急速な国内経済の発展により､農工間で土地および労働

力資源の競合が増大し,特に平地における土地資源は有限の存在となりつつある｡現在､

半島マレイシアおよびサバ･サラワク両州に天水田と陸稲畑が合計31万ba存在している

が､その作付利用率は年々低下しており､この土地資源を高度に活用するための有効な

対策樹立が望まれている｡

5.2 計画地区の概要

天水田および陸稲畑31万baの州別分布状況は次表に示すとおりである｡いずれの州に

おいても､大部分の天水田･陸稲畑は中山間あるいは丘陵地域か海岸もしくは河川沿い

の低湿地に分散している｡潅瀧排水設備の不備により安定した農業生産の確保が難しく､

耕作放棄田畑の占める割合が各州とも著しく大きい｡

州 仝水田･陸稲畑面積(ba) 天水田･陸稲畑面積(ba) 割合(%)

へ○ルリス 25,750

ケタo 124,588

へ○ナン 17,815

へoテ 55,689

セランコや-ル 20,662

ネタや7)センヒやラン 14,753

マラッカ 1 1
,497
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2,045 7.9

31,955

1,274

3,399

701

3,819

4,348

2

2

3

5.6

7.2

6.1

3.4

8.9

7.8



シすヨホール 4,239 229

ハ○ハン 17,990 560

ルンがヌ 29,136 14,953

クランタン 84,426 34,862

q/＼o 50,100 32,937

サラワク 143,900 128,764

5.4

3.1

51.3

41.3

65.7

89.5

5.3 計画の必要性と基本構想

(1) 計画の必要性

既存/]､農家庭の農業従事者の高齢化,農村地域の教育水準の向上､農工間の労働収入

の格差などが相乗し､水田および畑地の形態で存在する土地資源の利用率減少をもたら

している｡農業所得増大のためには,経営規模の拡大と土地生産性の向上が前提条件と

なる｡しかし､既存小農の世代交代促進による労働力の質的改善が期待できぬ社会事情

を考慮する必要があり､天水田･陸稲畑地域の活用には､民間あるいは公共部門投資に

よる特定産品の商業生産形態の導入･活用を図ることが不可欠である｡したがって有限

の土地資源高度利用には､新規投資の是非を判断し得る基礎情報･資料を随時提僕する

システムの整備が当面の課題となる｡本計画の実施によりシステムが使用されれば､農

業経営形態の更新と農業生産の多様化ならびに自立経営基盤の確立に寄与するところが

極めて大きい｡

(2) 基本構想

全国13州に分布する既存天水田･陸稲畑31万baの土地資源高度利用の可能性を評価し､

農地資源高度利用のための基本戦略と行動計画を策定する｡それとともに､個別投資事

業の計画策走を支援する情報システムの設立とマニュアルの作成を実施する｡

5.4 計画の概要

(1) 計画の目的

本計画の目的は以下のとおりである｡

ア.天水田･陸稲畑31万haのインベントリー調査実施とその結果に基づくデータベー

スの構築

イ.作物別の適性ならびに生産性評価

-28-



ウ.利用形態の類型化とそれに対応した高度利用基本戦略と行動計画の策定

エ.個別地域への投資計画策走支援情報システムの設立とマニュアルの作成

(2) 計画の実施体制

マレイシア政府は､開発調査案件の実施に際し,政策的検討ならびに関係諸機関の調

整を任務とする蓮営委員会(steeringcomittee)および技術的検討を任務とする技術委貞
会(TechicalComittee)を設置することとしている.前者は総理府経済企画庁､後者は計

画実施機関がそれぞれ議長を担当する｡本計画については､総理府経済企画庁農業事業

部長が運営委員会議長､農業省農業計画担当次官補が技術委貞会議長を担当する予定で

ある｡

調査および計画実務の推進について8事､農業省農業局が担当し,各州政府農業部が現
場調査を支援する｡

(3) 計画の内容

ア.インベントリー調査:天水田･陸稲畑の現況把撞をH的として行なう.マレイシ

ア全土の立地条件から､ランドサット衛星画像は雲量が多くて利用不可能なため､

半島マレイシアの場合は農業省で作成中の1インチ2マイル縮尺の土地利用図第3

_版,サラワク州の場合は25万分の1の既存土地利用図,サバ州の場合は5万分の1
の一般地形図を基礎資料として用い､水田･陸稲畑の図上識別を実施する｡さら

に,既存港親水田地区と天水田･陸稲畑との区分を各州政府潅瀧排水部所有資料

を参照して行なう｡図上で識別可能なまとまった面積をもつ地区を現地踏査し､

現況を把達する｡合わせて､各州の土地管理部および農業部の地方事務所で天水

EE)･･陸稲畑に関する聞き取り調査を行なうo

イ.作物通性･生産性評価:既存土壌図および土地分放資料を基に,作物別の適性を

評価する｡さらに天永田･陸稲畑分布地域の土地利用現況､涜通あるいは原料加

工施設､近隣あるいは大消費地市場における需要および価格動向に関する情報資

料を検討し､投資効果判断材料としての作物別の生産性を評価する｡

ウ.利用形態の類型化:作物適性･生産性評価の結果を踏まえ､個々の天水田･陸稲

畑分布地域の可能利用形態を設定する｡さらに､作物特性に対応し､利用形態を

類型化する｡

エ.データベースの構築:地方行政の末端単位である郡を基準に､天水田･.陸稲畑_e)
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分布状況､規模､立地条件､地形､現況,作物適性･生産性､可能利用形態など

の情報を整理し､これをデータベース化する｡

オ.高度利用基本戦略と行動計画の策定:インベントリー調査から利用形態の類型化

に至る一連の解析作業を通じ､有望地域と適性作物が抽出された州を対象に,天

水田･陸稲畑の高度利用に関する州別基本戦略を設定し､それを踏まえて投資促

進のために必要な行動計画を策定する｡

カ.投資計画策走支援情報システムの設定:構築したデータベースの活用を図り,か

つ民間あるいは公共部門の商業規模農業開発事業への投資計画づくりを支援する

ための情報システムを整備する｡合わせて､投資への手引き書として､本計画で

得られた調査結果を主体に､必要な情報を禰完したマニュアルを作成する｡

(4) 計画の効果

本計画調査を実施することにより､次の効果が期待される｡

ア.小農による土地資源の農業目的利用現況の把撞

イ.天水田･陸稲畑地域の土地資源再評価と高度利用が可能な土地資源量の把嵐

り.天水田･陸稲畑地域に関する各種情報のデータベース化

エ.民間･公共部門による特定作物の商業規模栽培への投資に関する判断材料の整備

オ.農業生産多様化ならびに市場競争力強化に関する政策判断材料の提供

5.5 計画の実施方針と相手国政府の意向

(1) 計画の実施方針

本計画調査対象地域はマレイシア全土にまたがり､かつ有用な既存資料の種類が乏し

いため,現地踏査による現況把振作業に相当の期間を要する｡このことから､調査業務

を2段階に分けて実施することとする｡

第一段階では､インベントリー調査をマレイシア全土において実施し､天水田･陸稲

畑の分布状況と利用現況を把撞する｡現地踏査の実施に際しては,各州関係機関の地方

事務所の協力取り付けを前提とする｡
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第二段階では､天水田･陸稲畑の形態をとる土地資源が相当量まとまっている州に対

象を絞り込み､作物適性･生産性評価以降の調査業務を実施する｡

調査所要期間は､第一段階に12ケ月､第二段階に6ケ月,合計18ケ月を見込むことと

する｡

(2) 相手国政府の意向

マレイシア政府の案件形成から要請に至る手順と､本件についての関係機関の意向は

以下のとおりである｡

ア.案件の形成と実施細則のとりまとめは,現業機関が担当する｡本件は農業省農業

局の所管となる｡

イ.農水産分野の案件形成のとりまとめは農業省大臣官房が担当する｡本計画につい

ては､輸出商品作物の国際市場における競争力維持ならびに従来の小農依存型農

業経営形態を脱皮して､限られた土地資源の有効利用を図るための対策樹立に不

可欠な調査計画業務としてとらえている｡

ウ･新規案件の採択は捻理府経済企画庁が担当する｡計画策走を外国援助で実施する
場合､その選択と要請も担当する｡本計画は､マレイシアの戦略輸出作物の国際

競争力維持と商業規模農業経営振興などに大きな効果が期待できるものと位置付

けている｡なお､本計画の実施については日本側へ協力要請を行なうこととして

いるが､その時期は先行している非穀倉潅概地域の作付多様化事業にある程度の

目途がついた後としている｡
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添付資料-1

TERMS OF REFERENCE

FOR

FEASIBmITY STUDY

ON

APPROPRhTE TECHNOLOGY DEVELOPMENT

FOR

AGRICULTURAL DRAINAGE

1. Backgrourld

The totalhectBLrage Presently provided withagriculturaldrainageinfrastructures bythe

Department of Irrigation and Drainage exceeds 575,000 hal Agriculturaldrainage schemes

are about 300 in totalnumber. It is estimated that thereare more than 2 million ha of

additionalareas which cantx classi丘ed as potentialaqeas requlrlng agriculturaldrainage.

Unti1 lately the main thrust of infrastructure development in small holder agricultural

draillage areas has been to plarl, desigrl, COnStruCtand comTnissioJ=hese facilities. Whilst

operation manuals are prepared, proper maintenance of schemesare stillwanting as has been

enumerated in a previous paper prepared by Shahrizai1a Abdullah in 1986･

A project is deemed successful if it canperform as it was planned fわr. Many of,these

drainage schemes have been successful in upgrading the standard of living of famers as well

as creating successful downstreameconomic activities･ In others pointed out by Chuahand

Lim in their paper of 1989, certain shortcomlngS have been identified･

Despite increasingly higher labor cost, the fan produce have to be continuously

competitive in the world market in tens of cost and quaiity. Whilst research in the

agronomic requlrementS fわryield optlmization have been prolific, the use of adequate and

appropriate Water management for high yield production have been developed. Tothis end,

there is a need to establish an iJIVentOry Ofal1 the drainage schemes, to evaltlate and to

overcome their shortcomngs.

2. Objec也ves

The aim of this study is to dete-ine how to optimize production in agncultural

drainage areas by using adequate and appropriate water management practices. To support

this, four pnmary objectiveshave been identified below:
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(1) to surveyandinvestlgateallthe existing drainage schemes in Malaysia for the purpose

of determiningthe present conditionsand to identify constraintsand problems･

(2) 【oclassify the schemes accoTdiFlg 【o pFOble皿S arid collStraiT7tS, type OfcTOPS and oぬeT

factors,and thereby develop procedures for planning and design of each class of

scbemes.

(3) to identify pilot schemes and conduct drainage and water management studies

including establishment of long-term monitonng prograJTuneS･

(4) to present the resultsand findings in the form ofa survey and evaluation report and to

compile and develop an agncultural drainage manual which could be used for

plannlng, design and operation and maintenance of agnculturaldrainage schemes in

public and p丘vate sectors.

3. Scope

This study will be formed of two phases: Phase I shall cover survey and
data

collectionand evaluation of existing drainage schemes, whereas Phase ll shall cover the pilot

scheme studies and the development of an agncultural drainage and water management

manualas well as preparation of long-term momitonng programmes･

3.1 Phase l

a･ Prepare field surveys and investigation programmes to collect, process, review and

compileall technical, agnculturaland socio-economic data of the existing agncultural

drainage schemes which shall include determinatioTI Of items to be surveyed aTld

investlgated, preparation of fbms fわr data compilation, establishment of evaluation

criteria, etc.

b･ Ca汀y Out SuⅣey and investlgation for all the agncultural drainage schemes with

regard to, but not limited to, the fbllowlng Items:

- Topography, soilsand land suitability

- Agriculturaland血mlng COnditions

- Ecologicalimplicationsof drainage developments
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- Socio-economic condition

- hstitutional condition

c･ Review and evaluate exListing agricultural drainage schemes to assess their

performance, to identify problems and to examine optiorlS for improvement and

altemative drainage sb･ategleS.

d. Compile the results of survey and investigation including identification, and

categorlZlng Ofthe constrairltS and problems and strategies Proposed.

e･ Select pilot schemes for drainage tests and water management studies to be carried out

under Phase ll.

3.2 Phase II

Pbase II study shall be ca血ed out on the selected pilot schemes upon agreement by

the Malaysian Govemment to such selection.

a･ Collect additional data and infomation on englneenng, agrlCultural and socio-

economic conditions fbr也e selected schemes.

b･ Establish drainage improvement and/or rehabilitation plan
including design of

additionalinfrastructure, instal1ationand calibration of measunng aJld data collection

instruments necessary for the Pilot Scheme.

c･ Propose suitable implementation schedules for Pilot Schemes with due consideration

to on-going famlng OPeration.

d ･ Carry out drainage tests and studies based on which an agricultural drainage planning

and design procedure is to be developed.

e･ Present the water management results in the form of report and a maTlualfor

agrlCulturaldrainage plaJmng, design, operatioJl and mairltenarlCe.

f･ Prepare guidelir)es on proper water manageme-1t Practices inthe section or) operation

and maintenaJICe in the manual.

-3-



g･ prepare long-term monitonrlg PrOgrammeS tO COntinue drainage tests aJld studies
in

Pilot Schemes.

4. Report

ne followlng rePOrtSwill be prepared in the course of the study･

(1) hception Report

Thirty (30) copies at the beginning of the Phase 1 study･

(2)
･
ProgressReport(1)

Thirty (30) copies at the middle of the Phase I study･

(3) Interim Report

Tbirty (30) copies at the end of the Phase l study･

(4) Progress Report (2)
-

Thirty (30) copies atthe middle of the Phase II study.

(5) Draft FinalReport

Thirty (30) copies atthe end of the Phase II study･

(6) FinalReport

flundred (100) copies within two (2) months after the receipt of the Malaysian

Government's comments on the Draft Final Report･

5. Time Schedule

The study will be camied out in accordance with the schedule as attached
herewith･

刀le Study period will be 24 months not including monitonng period･
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Tentative Time Schedule

DescnptlOn ConsecutiveMorlths

1st 2nd 3rd 4th 5th 6th 7th 8th 9th loth llth 12th 13th 言14th15th 16th 17th 18th 19th 20th 21st 22nd 23rd 24th

PhaseI

PhaseII

Fiel Obs rvatibnTe如 牽
X＋＋1＋＋＋＋<J＋y＋＋＋＋＋<＋1J＋＋1<

Reports

lC4 I*
V

p*
∇

D碑侭

∇…

LEGEND

臨醜 Fieldwork

匹琵琶窒≡窒詔 Field work to be done by Malaysian Side

[==:==コ Home office work

基幽

IC収: Inception Report

I/良 : InterimReport

PR侭: Progress Report

D印且 : Draft Final Report

FfR

.
.

FinalReport



TERMS OF REFERENCE

FOR

FEASIBILITY STUDY

ON

PmOT DEVELOPMENT

FOR

PEAT SWAMP IN SARAWAK

1. Background

ln Sarawak, peat or organic soils are defined as soils with organic soil materials of

more than50 cm in thickness or organic matter of more than 35 % in volume. Peat soils

occupyanarea of 1.66 million hectares equivalent to 13 % of the totalland area of Sarawak.

Peat soils generally occur in the maizlriver basiLIS and 月atvalley bottomsaloTlg Baran, Rajan,

Saribasand Lupurrivers.

In the State of Sarawak, 80 % of its land is unsuitable fb∫ commercial agnculture

because it extends over mountainous interior areasand占trongly saline or peat swamps.

Although its average population density is 12 persons per one square kilometer, the total

population of 1.70 million is mainly concentrated in the remalnlng 20 % of the land which is

suitable for agnculture production･ Usually the peat swamp areas in Sarawak have good

accessibility arid favorable tezTain compared with the mountainous interior areas. Taking into

accoullt the pressure f♭rthe limited larld resources which has recezltly growll due to rapid

increase in population, the peat swamp areas will become very Important land resource inthe

near future whenthe existlng COnStraints to peat swamp utilization for agricultural purposes

can be overcome.

The Department of Agriculture, Sarawak, hasalready characterized peat soils

observed in the State through its main aspect of research works and issued the results of

characterization in and the fbm of several technical papers including soil maps. The

Department is carrying Out Crop research worksinits five peat experiment stations of which

locations are selected according to different peat soil features. Up to date, a number of

promlSlng Crops With those agronomic requlrementS have t光en identified resulting from small

scale field experiments･ Those crops compnse sago, oil palm, coconut, rambutan, passion

fruit, guava, coffTee, tobacco, cassava, pineapple, watermelon, sweet potato, ginger and

okura. Agriculturaldevelopment agenciesunder the Federaland State Govemments have
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embarked on large scale plarltlrlg Of sago, oil palm, aJld cassava irlboth peat aJld r10n-Peat

swamp areas. The DepartmeLlt Of Irrigation aTld Drairlage, Sarawak, has provided small

farmerswith either imgation or drainage system to improve their crop cultivation丘elds.

In order to solve various problems of peat swamp utilization for cropand fish culture,

however, it is urgen【Iy needed to develop appropnate crop and丘sb culture system as well as

proper water management techniques in a practical manner･ To do so, itis indispensable to

integrate various know-bows, after evaluated from practical viewpolntS, Which have been

accumulated through experimentaland field works done by various agencies concerned in

Sarawak.

2. Objectives

The main purpose of this study is to give basic data on investment performance to

entrepreneurs for making their decision wether they venture into commercialcropand fish

culture in peat swamp areas. Another main purpose is to fumish Government officials with

necessary infomation for recommending lnVOlvement in intensive cropplng ln peat swamp

areas to the existing small farmers. To attain theseaims, pilot scale demonstration pro)ects

are to be undertaken in certain selected peat swamp areas focusslng upon accumulation of

practicalinformationand data through long-term field trials to test some promlSlng CrOPSan1d

fishes by integration the present know-hows. The ma)or components of the study are as

follows:

(1) to select suitable site(s)and promising crop(s)
for trial field operatiorl in peat

swamp(s) through review of previous experimeJltal results with preparation of

operation programmes.

(2) to establish trialoperation field(s).

(3) to can7 Out trial丘eld operatiorl and economic feasibility study on crop(s) to be tested.

3. Scope

Tbis study Ⅶill be fbmed of three phases: Phase I shall cover review of previous

studies and prepare of trial field operation programmes, whereas Phase II shall cover

establishment of trialoperation丘eld(s)and Phase III shall cover trialoperationand economic

托asibilityon promising crop(s).
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3.1 Phase I

Phase I study will be conducted for twelve (12) months coverirLg the following items･.

a･ Review the Sarawak Agricultural Development Plan with regard to its basic strategy

to develop, use and preseⅣe peat swamps.

b･ Carry outaninventory survey to determine present situations of all exIStlng and on-

golng agnCulturaldevelopment projects
located in peat swamps areas. Pay special

attention to identi丘cation of problems and constrains, especially environmental

affects, born from peat swamp developmentand use activities･ hl the inventory

survey, 1rlClude the orlglTlal land use plans and those current conditions,the designed

capacities of main infrastructures and those present functions as well as O&M

situations, agrlCulturalproductionwith its present levelsand corlStraints, and actual

effects of projectimplementation on environments. Study countermeasures and

alternative plans to overcome constraints to be identified throughthe inventory

survey･ Select items to be further studied in field trialoperation.

c･ Review all experimental results and practical know-hows regarding use arid

preservation of peat swamps accumulated by Sarawak Agriculture Department and

otber relevant agencies which are involved in agrlCultural and fish culture

development.

d･ Choose one or two crops to be tested under field trialoperation by screening

promlSlng Crops and fishes taking Into COnSideration market potentials in large

demand centers not only in Sarawak butalso in Peninsular Malaysia, Singapore and

Hongkong･

∫.

g･

Select suitable site(s)forundertaking field trialoperatioLl tO grow PrOmisirlg Crop(S)
to tx: chosen takirlg illtOaccount Peat Soil features.

Prepare field trialoperation programmes as a result of detailed field survey to be done

in selected suitable site(s)with determination of
丘eld size. In the Programmes, cover

trial operation items such as cropplng System, SOil and vater management and

mechanization, operation methods, annual operation plans, required in丘･astructures

and experimentalfacilities with purchasingand installing plans,and cost estimates.
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3.2 Pbase lI

Phase II workwill be undertaken to establish one or two trialopera.tiorL fields in peat

swamps resulting丘om the Phase I study fわr six (6) months after getting agreement by the

Malaysian Govemment to site selection. The ma)or work items are as follows:

a. Prepare trial operation field(s) including irrigation, drainage and other basic

in&astruc ture s.

b. Instalnecessary experimerlt facilities in [rialoperation field(s)accordirlg tO the design

made in也e Pba5e I study.

C. Prepare seedlings of promising crop(s) to be tested
in accordance with丘eld trial

operatio'n programmes.

3.3 Pbase III

Phase IIIfield由aloperation will be continuously camied out in one or two bialfields

for thirty-nine (39) months after completion of preparatory works to establish trialoperation

field(s)in peat swamp(s). In addition,feasibility studywill be made for tree (3) months

referring to the results of trial丘eld operation. The ma)or work items are as follows:

a. Undertakefield test of cropping System Which is becomlnganimportant aspect inpeat

soil management. Pay special attention to crop rotation to assist replenishment of

nutdents by inclusion of legumes or the use of leguminous covers and shade trees as

nitrogen fixers. Quantifythe rateand quality of N-fixatiozl.

b･ conduct soil and water management test to grasp the optlmum Water table for

promising crop(s) to be grown
for the purpose of obtaining practical data to design

the required drainage system.

c. Carry out mechanization test focusslng upon the economics of crop production in a

situation of escalating labour costsand in view of some physically difficult tasks for

manual labour such as drain construction, jungle felling, road construction, land

preparation, cropplng, harvestlngand transport･
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d. Undertake economic feasibility study on promising crop(s)
on the basis of data to be

obtained through field trialoperation, providing entrepreneur畠and
Government

of丘cers concerned with useful informatiorl for making decisiorl Whether to venture

into peat swamp cropplng and recommending peat cropping tO Small famers,

respectively･ Include preparation of a guideline to make economic feasibility studies

on other promlSlng Crops not tO be rested under the current field trialoperation･

4. Report

The following reports Will be prepared irlthe cotlrSe Of the study aJld trialoperation･

(1) hception Report

Thirty (30) copies at the beginniJlgOf the Phase I study･

(2) Interim Report (1)

Tbirty (30) copies at the end of the Phase I study.

(3) Interim Report (2)

Thirty (30) copies at the end of the Phase II work when the trial operation field is

establisbed.

(4) AnnualProgress Report (1) to (3)

Thirty (30) copies at the end of every twelve (12) months during the Phase 111 field

hialoperation period.

(5) Draft FinalReport

T山rty (30) copies at the eTld of the Phase III field trial operatiorl･

(6) FinalReport

Hundred (100) copieswithirl two (2) morlths after the receipt of the Malaysian

Government's comments orl the Draft Final Report.
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5. Time Schedule

The study will be camied out in accordance with the schedule as attached herewith.

The studyand operation period will be 60 months in totalnot including field trial operation

period.
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Tentative Time Schedule

DescnptlOn

1st 寡2nd 3rd 4th j 5th 6tb 7th i 8th

CorlSeCl】tive MoJlths

9tb 10thl lth圭12th…13叶14th5 15thj 16恥17th5 18th… 19th,10thi21st壬22nd.;23rd壬24th…25thI26th.i27th!28叶29th

Phase I

Phase ll

Es(?'bListiL71eLl,iOf Trial.Ppe】如iot7Field

Phase III
TrialOp卓rati¢n

Reports IC偲 也(1) 叫2)
y

DescrlPtlOn ConsecutiveMonths

30th ≡31st
32nd 33rd ≡34th …35th 36th ≡37th38th 39th 40th

41st
至42nd
43rd 44th 45th 46th 47th 48th 49th 50th 51st 52nd 53rd 54th 二55th 56th 57th

PhaseIII

I/////I/I//JJ/′二///Jr/r//I//////r(/I//′/ /rJJJJ/I/

Reports P平(1

V

P (2 叩(3)
D珂R

V

F*

V

LEGEND

瑚国 Fieldwork

E2ZZZZm
Field work to be done by MalayslanSide

地

Ic侭: Inception Report

I侭: InterimReport

PRJR : Progress Report

D印R : Draft Final Report

町R : FinalReport
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調査団貞の経歴

調査団貞名

経 歴

昭和13年9月27日生

昭和41年3月

昭和41年4月-昭和47年8月

昭和47年9月-昭和4∂年3月

昭和48年4月-昭和53年3月

昭和53年4月-昭和59年3月

昭和59年4月-平成1年6月

平成1年7月-平成2年9月

平成2年1 0月-現在

主な海外業務実績

松本 豊(日本工営)

東京農業大学農学部農芸化学科卒業

東京農業大学副手及び(財)

土壌･水質分析(自営)

日本工営(秩)計画部技師

同社 営農部副参事

同社 営農部課長

同社 農業開発部次長

同社 農業開発部部長代理

日本土壌協会調査部技師

ティツプヌツト農業開発計画(ベトナム)

メスケネ港概計画(シリア)

ワイラレム藩政計画(インドネシア)

ワデイアラブダム港概計画(ヨルダン)

アナンブラ川流域開発計画(ナイジェリア)

N-N藩政計画(バングラデッシュ)

オグンオシュンJけ流域開発計画(ナイジェリア)

水資源開発計画(韓国)

カンカン地区農業開発計画(ギニア)

チョルテカ地下水開発計画(ホンジュラス)

全国水資源開発計画(マレイシア)

北ペンテン水資源開発計画(インドネシア)

全国水資源開発計画,pKP地域(マレイシア)

サンロケ多目的ダム開発計画(フィリピン)

グマイン川濯概計画(フィリピン)

マレイシアPKP地域水資源開発計画(マレイシア)
西ヌサテンガラ港概計画(インドネシア)

米穀収穫後処理法改善計画調査(パキスタン)

タンジョンカラン潅概計画実施調査(マレイシア)

ネガラ河涜域藩政開発計画(インドネシア)

非穀倉鹿渡地区合理化作付多様化計画(マレイシア)

遼河三角洲農業資源給合開発計画調査(中国)

昭和4%年5月-昭和50年3月

昭和49年10月-昭和50年6月

昭和50年6月-昭和51年3月

昭和51年4月-昭和51年12月

昭和51年12月-昭和52年10月

昭和52年10月-昭和53年3月

昭和53年3月-昭和53年7月

昭和53年7月-昭和59年9月

昭和54年9月-昭和55年3月

昭和55年3月-昭和55年6月

昭和55年6月-昭和57年10月

昭和57年10月-昭和58年3月

昭和58年3月-昭和58年10月

昭和58年11月-昭和60年6月

昭和59年1月-昭和59年3月

昭和59年6月-昭和60年4月

昭和60年4月

昭和60年7月-昭和61年7月

昭和61年6月-昭和62年3月

昭和63年3月-平成1年3月

平成1年3月-平成2年8月

平成2年12月-平成3年3月



調査団貞名

経 歴

昭和39年1月23日生

昭和62年3月

昭和62年4月-昭和63年3月

昭和63年4月-平成3年3月

平成3年4月-現在

主な海外業務実績

米田 晴彦(日本工営)

東京大学農学部農業工学科卒業

日本工営(秩)第2農業水利部技師

同社 技術研究所水理研究室技師

同社 農業水利部技師

ムエア港概入植地区開発計画(ケニヤ) 昭和6 2年7月-昭和6 2年1 0月
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調 査 行 程

年月日 曜日 行事 出発地 到着地

5月8日 水 移動 東京 クアラルン7q-ル

5月9日 木 大使館､JICA､EPU､DID表敬

5月10日 金 DID打合せ､資料収集

5月11日 土 DID打合せ､資料収集

5月12日 日. 資料整理

5月13日 月 クランタン州DID打合せ､現地踏査 クアラルン7q-ル コタ/ヾル

5月14日 火 DID打合せ､資料収集 コタハやル クアラルンプール

5月15日 水 マラツ如､現地踏査

5月16日 木 へ○ラ州DID打合せ､現地踏査 クアラルンプール イポー

5月17日 金 EPU打合せ､資料収集 イポー クアラルン7o-ル

5月18日 土 西シやヨホール現地踏査

5月19日 日 資料整理

5月20日 ･月 DID資料収集

5月21日 火 DID､農業省,統計局にて資料収集 クアラルンプール クテン

5月22日 水 サラワ卵､DID表敬､打合せ

5月23日 木 サラワ舛､政府SPU打合せ クナン クアラルン7ウール

5月24日 金 EPU､大使館､JICA報告

5月25日 土 DID補足説明

5月26日 日 帰国 クアラルンプール 東京
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面談者一覧

1マレイシア政府

Ms. Li血 Mu主 Kiang

lr･ Liew Chin Loong

lr. D. N. Welch

lr. Sardar A止

Ir. Ng Chau Chen

lr. Ten Siew 尼eat

PuanSalmah 2hkaria

lr. LiamWe Lin

Ir. u Chock Seng

2 ジョホール州政府

Ir. An也ony Laynder

Mr. Azman Said

3 クランタン州政府

Ir. HajiHassan bin Awang

4 マラッカ州政府

Mr. Cbua Heck Pee

5 ベラ州政府

Ir. Nordin bin Hamman

lr. Ng Suiwan

lr. Cheong Chee Ham

Economic Plannlng Unit

Economic Plannlng Unit

DID, Deputy Director General

DID,Assistant Director General

DID, Director of Planning & Policy

DID, Director of AgriculturalDrainage

DID, Senior Engineer

DID
,
Engineer

ProjectEngineer, Kemasin Semarakぴ血P

State DID, Pontian District Office

State DID, Pontian District Office

State DID, Acting Director

State DID

State DID, DeputyDirector

State DⅡ)

State DID, District Engineer, Temelok District OfrlCe



6 サラワク州政府

Dr. Hatta Solhee

Mr. Md. Ad山1ah

Mr. Wan Ali Yubi

Mr. Joseph Ting Siew M∝

Ir. Lee Wah Poh

lr. John Tan C血ung I』k

Mr. Teng Chin Siong

Mr. Lim Chin Pang

7 日本大使館

赤木 利行

State Planning Unit, Head of Agriculture

State Planning Unit

Ministry of Land Development

State DID, D辻ector

State DID, Chief Plannlng Engineer

State DID, Engineer

State DOA, Chief Economist

State DOA, Soil Surveyor

二等書記官

∫I C_Aクアラルンプール事務所

湊 芳郎 所貞

永田 邦昭 所貞

9 コロンボプラン専門家

田尻 照久

増田 暁範

10 水管理センター(コタバル)

坂本 治彦

DⅡ) (農林水産省)

DⅡ) (建設省)

チームリーダー
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番号 タイトル 発行
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

ll

SanarahanRiverBasinStudy MinistryofAgriculture,1984

Kalaka-SaribasArea EconomicPlannlr)gU血,1985

KementerianPertanianJabarltan

ParitDanTaliain,1988

KementerianPertanianJabarltan

IntegratedAgriculturalDevelopmentProgrammFeasibilityStudy

BesutFloodMitigationProject

WesternJohore

IrltegratedAgriculturalDevelopmentProgrammPhaseII ParitDanTaliain,1985

KementerianPertanianTumbohBlock

Regionallrrigation&DrainageProject PerundingBersatu,1986

Kemasin-SemeraklntegratedRuralDevelopment GOM-ADB,1980

MinistryofAgriculture,1985

ProjectFeasibilityStudy

GolokRiverBasinDevelopmentStudy

MalaysialnvestmentlncentiveforAgriculture MinistryofAgriculture

MinistryofAgriculture,1982

andAgro-Basedlndustries

TeaProductiorlirlPeflinsularMalaysla

AcidSulphateSoil MinistryofAgriculture,1976

Hydrological-ProcedureNo.1 Departmentoflrrigation&Drainage,1982

EstimationontheDesignRainstorminPeninsularMalaysia
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12

13

14

15

16

17

18

19

20

HydrologicalProcedureNo.8 Departmentoflrrigation&Drainage,1977

DepartmentofEllVironment,1987

MarayslaagnCulturalResearch

HydrologicalDesignofAgriculturalDrainageSystem

HydrologicalProcedureNo.26

EstimationontheDesignRainstorminSabahandSarawak

AHandbookofEnvironmentallmpact

AssessmentGuidlines

AspecialReportonCassavainPeninsularMalaysla

withParticularReferancetoProductionTecnlqueS
&Developlnstitute,1983

TechnicalPaper4 DepartmentofAgriculture/Sarawak,1979

DepartmentofAgriculture/Sarawak,1986

DepartmentofAgriculture/Sarawak,1982

AReviewofLowlandOrganicSoilsofSarawak

TechnicalPaper5

SarawakLandCapabilityClassificationandevaluationforAgriculturalCrops

TechnicalPaper6

SoilClassificationinSarawak

OperationandMaintenanceofImigation&

DrainageAreas-ACriticalReview-

WaterManagementofOilPalmonCoastalSoil

ーSimeDarbylsExperience
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21

22

23

24

25

26

27

28

29

PlannlngConsiderationforTideDriven

Departmentoflrrigation&Drainage

AgriculturalDrainage

Departmentoflrrigation&DrainageManual

Act354

DrainageWorksAct1954(Revised-1988)

Act385

LandConservationAct1960(Revised-1989)

Act386

ImigationAreasAct1953(Revised-1989)

Act398

NationalLandRehabikitationandConsolidation

Authority(Incorporation)Act1966(Revised-1989)

Act403

ExternalLoansAct1963(Revised-1989)

Act418

WatersAct1920(Revised-1989)

Act427

PineapplelndustryAct1957(Revised-1990)
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30

31

32

Akta343

AktaLembagaKokoMalaysia(Pemerbadanan)1988

Akta452

AktaKumpulanWangSimpananPekerja1991

AktaA636

AktaKualitiAlamSekeliling(Pirldaan)1985
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クランタン州

ケマシンセマラク

IADP地区

I)幹線排水路

2)過剰排水による

地下水位低下防止の

対策

(サンドハ○ッタ佼壇上げ)

】)圃場内湛水排除対策

(未諸遁壕L^Qル排水溝)
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スンガイマニク

1ADP地区

I)防潮堤

(右岸海岸マンタ○ロー7o

左岸地区内オイルハo-A)

2)堤体材料と侵食状況

(軟弱な有機質土壌)

3)堤体材料採取ヒ○ット跡
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ジョホール州

西ジョホール

排水地区

1)排水ケ○-ト

(電動巻上式)

2)排水ケ○-ト

(手動式)

3)地区内幹線･

支線.排水路
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